
1. 種類株式とは 

会社法では「株式会社は、株主を、その有する株式の

内容及び数に応じて、平等に取り扱わなければならな

い。」（会社法 109条 1項）としており、株式一株の権

利内容は、原則として同じです。しかし、株式会社は

異なる定めをした内容の異なる二以上の種類の株式を

発行するように、定款で定めることができます（会社

法 108）。これを「種類株式」といいます。 

2. 種類株式の活用例 

（1）議決権制限株式 

議決権制限株式とは、株主総会における議決権を行

使することができる事項について、他の株式とは異な

る定めを置く株式です（会社法 108 条 1 項 3 号）。事

業承継における問題として、相続による株式の分散に

より議決権が分散するため、後継者が過半数の議決権

を確保することが困難になるという点が考えられます。

これを解消するため、オーナー経営者が保有する普通

株式の一部を完全無議決権株式に転換しておき、後継

者に普通株式を、後継者以外の相続人には完全無議決

権株式を相続させることで、株式は分散しても議決権

を分散させないことが可能です。 

（2）取得条項付株式 

取得条項付株式は、株式を発行する会社が一定の事

由が生じたことを条件として、その株式を取得できる

という株式です（会社法 108 条 1 項 6 号）。取得条項

付株式の対価は金銭に限らず、社債や他の種類株式な

ど幅広い設定ができます。これを利用して、議決権制

限株式に取得条項をつけておき、いつでも普通株式に

転換できるようにしておくことも可能です。例えば、

複数の後継者候補に議決権制限付かつ取得条項付株式

を贈与しておき、後継者が確定した時点で普通株式に

転換することで、後継者のみが議決権を手にすること

ができます。また、後継者以外の者に相続させる株式

を取得条項付株式にしておけば、分配可能額（（3）参

照）の範囲で会社は自由にその株式を買い取ることが

可能であり、少数株主対策の心配が無くなります。 

（3）分配可能額 

分配可能額とは、簡単に言うと、株式会社の最終の貸

借対照表の純資産の部に計上されているその他資本剰

余金の額とその他利益剰余金の合計額から、自己株式

の帳簿価額等及び当期に既に分配した価額をマイナス

した残額です（会社法 461 条 2 項）。また、株式会社

が期中に臨時決算手続き（会社法 441条）を行うこと

により、前期末から配当基準日までの期間分の利益を

分配可能額に反映させ、当該利益分だけ分配可能額を

増加させることができます（会社法 461条 2項 2号）。 

株式会社 4 が自己株式の買い取りを行う場合には、

自己株式の取得の対価の総額が、分配可能額を超える

ことができないという規制（財源規制）があります（会

社法 461 条 1 項）。この財源規制に違反して、株式会

社が自己株式の買い取りをした場合であっても、原則

としてその買い取り自体は無効にはなりません。しか

し、取得条項付株式が自己株式として買い取られる場

合（会社法 155条 1号）は、これらの財産の帳簿価額

が分配可能額を超えているときには、取得条項付株式

の取得が無効になります。（会社法 170条 5項） 

3. 種類株式を発行するための手続き 

種類株式を発行するには、種類株式の内容及び発行す

る数を定款に定めて登記しなければなりません。（会社

法 108条 2項、911条 3項 7号）。定款に種類株式に関

する定めがない場合は定款を変更する必要があります。

定款を変更するためには、株主総会の特別決議（議決権

を行使できる株主の議決権の過半数を有する株主が出

席し、出席した株主の議決権の 3 分の 2 以上の多数）

が必要です（会社法 309条 2項 11号、466条）。 

4. 種類株式の相続税法上の評価 

財産評価基本通達（以下「財基通」）には種類株式の

類型ごとに評価方法を定めている規定はありません。

平成 30年版財基通逐条解説 704頁～705頁の「［参考

2］種類株式の評価方法」では、「多種多様な種類株式

については、権利内容や転換条件など様々な要因によ

ってその発行価格や時価が決まってくると考えられる。

しかもこのような種類株式については、社会一般にお

ける評価方法も確立されていないうえに、権利内容の

組み合わせによっては、相当数の種類の株式の発行が

可能であるから、その一般的な評価方法をあらかじめ

定めておくことは困難である。したがって、財基通に

定める評価方法がなじめないような種類株式について

は、個別に権利内容等を判断して評価する」という趣

旨の考え方が示されています。その中で、中小企業の

事業承継目的で活用が想定される特定の種類株式の評

価方法は、国税庁から公表されている「相続等により

取得した種類株式の評価について」や質疑応答事例に

おいて紹介されています。     
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